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1．はじめに
　企業による環境保全活動が活発になってきている。それは規制に対応するための取り組みだけ
ではなく，企業の自主的な取り組みにも広がっている。企業が自主的に環境保全活動を行うよう
になってきたのは，環境保全を組み込んだ活動の必要性を企業も社会環境の変化から感じとって
いるからだと考えられる。
　企業が自主的に環境保全活動を行うようになってくると，経営管理者が行う意思決定において
経済的な目標と環境目標をどのように捉えるべきなのかという難しい問題に直面する。現在の管
理会計システムは，経済的な観点からなされる経営意思決定に有用な情報を提供するように考え
られているからである。そのため，既存の管理会計システムのなかに，環境の視点から設定され
る目標を加えることは想像以上に難しい。このようなことから，「多くの企業経営者が環境保全
を事業の『最優先』の目的に掲げながら，具体的な意思決定の場面で環境と経済を比較衡量しよ
うとしないことは，環境と経済の両立が『両立』ではなく実際には『制約条件』でしかない」［國
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部（2010），49ページ］と指摘されるのであろう。
　環境保全活動は企業の収益性の追及にたいする制約条件となりうるものである。しかし，それ
を制約条件としないために，経営意思決定に有用な情報を提供する枠組みや手法の開発が環境管
理会計ならびに環境管理会計手法に求められているのであろう。そこで本稿では，企業が自主的
に設定する環境目標と収益性を両立させるために，経営管理者が行う経営意思決定にたいして，
環境管理会計ならびに環境管理会計手法がどのように貢献するのかを検討し，その課題を指摘し
ていくことにする。そうすることで，企業が自主的に設定する環境目標と企業の経済的目標とを
両立させる一助にしていきたいと考えている。
　このために，まず第2節では環境管理会計やその手法について取り上げ，現在，それらがどの
ような状況にあるのかを概観することにする。つづく第3節では，環境管理会計手法のなかでも
わが国において唯一，実務においても研究においても成功していると紹介されることの多いマテ
リアルフローコスト会計を取り上げる。なぜそれが理論だけではなく，実務に受け入れられたの
かを明らかにすることにする。そして第4節では，企業の環境目標と収益性に関連する環境経営
意思決定について検討する。そのうえで，製造プロセスと製品にわけ，環境経営意思決定を支援
する環境管理会計ならびに環境管理会計手法に求められていることを明確にしていく。そして最
後に第5節において本稿の要約をし，残された課題を指摘することとする。
2．環境管理会計とその手法
　企業の環境保全にたいする意識が高まると同時に，環境管理会計や環境管理会計手法も取り上
げられることが多くなってきている。本節では，環境管理会計ならびにその手法について取り上
げ，それらの現状を概観していくことにする。
　世界的な環境保全活動の活発化にともない，環境管理会計にたいして，今日では多くの経営者
が関心を寄せている。その理由としてBurritt（2005）では企業にたいして環境規制が課せられ
るようになってきたこと，環境に与える企業活動の影響を管理することの重要性に経営者が気付
き，自主規制しようとする企業が増加してきたこと，マネジメントプロセスにおいて役立つ環境
管理会計ツールが増えてきたことなどを挙げている［Burritt（2005），　pp．19－20］。
　確かに，欧州においてはRoHS指令（1）が施行されており，日本企業であってもグローバルに
事業活動を展開している企業はそのような環境規制に対応していかなくてはならない。また，近
年の地球温暖化に関する問題や各種資源の枯渇問題などを前にして，地球環境に配慮した活動が
企業に対して求められるようになってきている。そのような認識をもった企業経営者がわが国に
も増えている。
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　たとえば日本経団連は，1997年に「日本経団連環境自主行動計画」を策定している。この環
境自主行動計画には温暖化対策編と循環型社会形成編の2つがあり，それぞれ目標を設定し，フォ
ローアップ結果を毎年公表している。温暖化対策の環境自主行動計画には61の業種・企業が参
加しており，産業・エネルギー転換部門34業種では，「2008年度～2012年度の5年間の平均で，
CO2排出量を1990年度レベル以下に抑制するよう努力する」という全体目標を掲げ，環境保全
に自主的に取り組んでいる。
　このように環境保全に関心のある企業が増えている一方で，環境保全活動を企業の事業活動の
なかにどのように組み込んでいくのかについて扱う環境管理会計も取り上げられるようになって
いる。環境管理会計は，通常の管理会計とは区別されている。両者を区別することについて，國
部（2010）は，既存の会計システムで対応可能な意思決定であれば，環境管理会計という新しい
システムは必要ないと述べている［國部（2010），47ページ］。つまり，環境管理会計はこれま
での管理会計の枠組みでは対応できない問題の解決に役立つ枠組みだと考えられるのである。そ
こで次に，環境管理会計ならびに環境管理会計手法について簡単に確認していくことにする。
　たとえば，国際会計士連盟（lnternational　Federation　of　Accountants，以下ではIFACと呼ぶ）
は2005年8月に「国際ガイダンス文書：環境管理会計』を公表している。そのなかで，環境管
理会計を「適切な環境関連の会計システム及び会計手法を開発・実施することを通じて，環境パ
フォーマンスと経済パフォーマンスを管理するもの」［IFAC（2005），22ページ］と定義してい
る。IFAC（2005）は，企業がなぜ環境問題に関心を払うのかといったことや環境管理会計を導
入するための背景や定義環境管理会計を実践している企業の実例を提供するガイダンス文書で
ある。そのため，環境管理会計の具体的な手法に関することや，環境管理会計を日常的に実施す
るための指針などは提供されていない。
　具体的な環境管理会計手法を取り上げたものに，わが国の経済産業省が2002年6月に公表し
た『環境管理会計手法ワークブック』（以下では，『手法ワークブック』と呼ぶ）がある。そのな
かで環境管理会計手法として6つの手法が紹介されている。
　6つの手法とは，①環境配慮型設備投資決定手法，②環境コストマトリックス手法，③環境配
慮型原価企画システム，④マテリアルフローコスト会計，⑤ライフサイクル・コスティング，⑥
環境配慮型業績評価システムである。
　6つのなかでも，①の設備投資決定手法，②のコストマトリックス手法，③の原価企画システ
ム，⑥の業績評価システムの4つについては既存の管理会計手法に環境配慮の視点を取り入れた
ものである。たとえば，環境配慮型設備投資とは，伝統的な設備投資決定の方法に，環境保護に
より生じるベネフィットも考慮し，環境配慮型の設備投資の価値を適切に評価しようとする手法
である。また，②のコストマトリックス手法とは，環境に配慮した品質原価計算のことである。
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　既存の管理会計手法としての設備投資決定手法，品質原価計算，原価企画，業績評価システム
は，経済的な観点が第一であり，企業の収益性や企業価値の向上などを目的として，それぞれの
企業に合致するような形で採用されている。それにたいして，環境管理会計手法としてのこれら
は，企業の経済的な観点だけではなく，環境保全を目的とした観点も企業の経済的な目標と同じ
ように考慮しt意思決定や業績評価において考慮しようというものである。
　『手法ワークブック』では，環境管理会計手法はそれぞれ独立しており，各企業の実情やその
目的に応じて手法が選ばれ，採用されることが想定されている［経済産業省（2002），7ページコ。
これは，一般的な管理会計ッールが企業の経営管理目的に応じて導入されたり，企業ごとにアレ
ンジされて用いられていることと同じように解釈することができる（2）。そして，いずれの手法
も「環境保全活動の内容や目標水準は，一般に，各企業の理念やビジョンに導かれて環境管理会
計の枠外から与えられる」と指摘している［経済産業省（2002），7ページ］。つまり，環境管理
会計手法は，それを採用する企業が環境保全と企業経営との関係をどのように考え，実行してい
こうとするのかによって用いられ方も異なってくるといえるのである。
　環境保全活動を経済目標と同様に意思決定において考慮することは，環境保全に力を入れてい
る一部の企業だけが検討するものではなく，本来はすべての企業に求められるものであろう。そ
の意味では「環境管理会計」という用語を用いなくても，最終的には管理会計という枠組みのな
かで環境目標も経済目標と同じように，意思決定のよりどころとなる必要があろう。しかしなが
ら，現在は経済的な目標と環境目標とが同じく重要であり，経営意思決定において同様に考える
という企業経営者ばかりだとはいえない。現在はまだその過渡期にあり，環境目標よりも経済目
標が重視されているのが一般的である。したがって，本稿でも，経済目標を主に追い求める管理
会計を従来の管理会計と表現し，環境目標を経済目標と同じように経営意思決定において重視す
る管理会計を環境管理会計と呼ぶことにする。
　環境管理会計という枠組みと環境管理会計手法とは区別すべきである。両者は，管理会計とバ
ランスト・スコアカードとか，管理会計と原価企画などのように管理会計が「経営管理者の意思
決定を支援することを目的に会計情報を加工し提供する会計」［上埜（2008），19ページ］の枠
組みを表しているのにたいして，バランスト・スコアカードや原価企画などは具体的な技法を指
しているからである。両者の違いを認識したうえで，環境管理会計と環境管理会計手法に求めら
れていることを明確にしていく必要がある。
　本節では，近年，環境管理会計ならびに各種の環境管理会計手法が取り上げられてきているこ
とを紹介した。そして，手法と環境管理会計という枠組みを区別する必要があることを指摘した。
環境管理会計という枠組みが，管理会計では提供できないどのような問題の解決に役立つのかを
明らかにするためにまずは実際に多くの企業に導入されている具体的な環境管理会計手法を取り
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上げ，企業に環境管理会計手法が取り入れられるポイントを探る必要があろう。そこで，次節で
はマテリアルフローコスト会計を取り上げ，多くの企業が採用するに至った要因を明らかにする
ことにする。
3．環境管理会計手法としてのマテリアルフローコスト会計
　環境管理会計手法のなかでも，マテリアルフローコスト会計は経済産業省の後押しもあり，多
くの企業が採用している。インターネット上で公開されている導入事例だけでも2009年度にお
いて14業種72社も存在する。このような状況から，「唯一，MFCA（マテリアルフローコスト
会計…筆者）だけが，研究・実務面の双方において，わが国の環境管理会計の主流となっていった」
［伊藤（2010），57ページ］と指摘される。そこで本節では，マテリアルフローコスト会計につ
いて概観し，なぜこの環境管理会計手法が主流となっていったのかについて検討していく。そう
することを通じて，環境管理会計手法が環境管理会計の枠組みのなかで統一的に理解されるため
に必要なことが明らかになると期待される（3）。
　まず，マテリアルフローコスト会計がどのように誕生し，それが他の環境マネジメント手法と
何が異なるのかみていくことにする。
　マテリアルフローコスト会計は資源生産性の向上を目指してドイッで開発された手法である
［國部ほか（2007），55ページ］。これは，原材料やエネルギーのインプットとアウトプットを物
量ベースで把握するエコバランスという環境マネジメント手法に，コスト情報を加え，製品およ
び廃棄物の原価も算出できるようにしたものである［國部ほか（2007），55－56ページ］。
　エコバランスという手法にコスト情報を加えた理由については，「エコバランスでは企業と環
境の関係が物量レベルでは把握できるものの，経済的な価値の大きさはわからないため，企業経
営者の関心を十分には引かないという限界があった」からだと國部ほか（2007）では指摘してい
る［國部ほか（2007），56ページ］。このことは，環境保全活動を企業が行う場合には，環境に
関する物量情報だけでは企業の関心を得ることは難しく，コスト情報などの経済的な情報が必要
であることを示していると考えられる。つまり，企業にとっては，企業の経済的な関心と環境保
全活動とが合致しないと，その手法を積極的に活用しにくいということを示している。わが国に
おいてマテリアルフローコスト会計が多くの成功事例を蓄積していることについて，國部（2007）
は「他の環境マネジメントの手法と異なり，環境保全を指向するだけでなく，コスト削減による
生産効率のアップも目的とするため企業の関心を引きやすく，しかも，大きな成果を実現する可
能性が高いため」であると述べている（4＞［國部（2007），18ページ］。
　環境に関する物量情報にコスト情報を加えたマテリアルフローコスト会計は，「企業活動の現
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場においてマテリアルのフローを物量ベースと金額ベースで追跡し，工程から生じる製品と廃棄
物をどちらも一種の製品とみなしてコスト計算する手法」［中罵・國部（2008），17ページ］だ
と説明される。また，「製造工程におけるマテリアルのフローとストックを適切に把握すること
により，今まで見過ごされていた無駄（廃棄物等）の経済的な大きさを評価する手法」［國部ほ
か（2007），56ページ］だともいわれる。個別にコスト計算されることのなかった廃棄物のコス
トを算出することにより，マテリアルフローコスト会計は企業が見逃していた廃棄物削減のため
の具体的な対策を考えられるようにしたのである。
　マテリアルフローコスト会計においては，マテリアルのフローを物量ベースで把握するととも
に，コストに関しては次の3つに分けて把握される。3つのコストとは，原材料にかかわるマテ
リアルコスト，減価償却費や労務費などの加工費であるシステムコスト，そして工場から出る廃
棄物の配送や処理にかかるコストである。そのなかでもマテリアルコストを中心に管理がなされ
る［國部ほか（2007），58－59ページ］。
このようなマテリアルフローコスト会計において，具体的にマテリアルの物量情報とコスト情
報がどのように把握されるのか，廃棄物に関する情報に焦点を絞りながら國部ほか（2007）を参
考にして次にみていくことにする［國部ほか（2007），63ページ］。
たとえば，原材料費1ρ00円，加工費600円をかけて製品を1つ製造するケースを考えてみる。
製品と廃i棄物の重量比（8：2）にしたがって，原材料費と加工費をそれぞれ製品と廃棄物に按分
する。その結果，製品のコストは1，280円（原材料費800円＋加工費480円），廃棄物のコスト
は320円（原材料費200円＋加工費120円）と算出される。
マテリアルフローコスト会計において重要になるのは，廃棄物320円という情報だという。廃
棄物を従来の原価計算のように単に20kg相当の物体として把握するだけではなく，その経済的
な価値が320円であることを把握することによって，企業は廃棄物を削減するインセンティブを
有するようになるからだと國部ほか（2007）では指摘している［國部ほか（2007），63ページ］。
さらに，廃棄物を削減するための対策についても，1個当たり320円以下の対策で廃棄物を減少
させれば，その分のコストの節約ができ，利益が向上するとも述べられている［國部ほか（2007），
64ページ］。つまり，マテリアルフローコスト会計を導入し，廃棄物に関するコストを計算する
ことによって，廃棄物削減による資源保護とコスト削減が同時に達成できるのである。企業にとっ
てはマテリアルフローコスト会計を導入することで，コスト削減による利益の向上という効果を
実感しやすいという（5）。
　マテリアルフローコスト会計は，「廃棄物削減による資源の保護とコスト削減に結びつき，
資源生産性を向上させて企業現場において環境と経済を連携することに貢献する」［國部ほか
（2007），56ページ］とそのメリットは強調されている。その一方で，國部（2007）では，マテ
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リァルフローコスト会計を単にコスト削減に有効な生産管理の手法として捉えることの問題点も
指摘している。それは，短期的な視点で生産効率の向上を指向することによって，環境面への配
慮がおろそかになるという懸念である［國部（2007），23ページ］。
　マテリアルフローコスト会計は，コスト削減によって企業の収益性に貢献する。しかしそれだ
けではなく，廃棄物の削減により環境保全も同時に果たすことができる。だからこそ，多くの企
業に導入され，「研究・実務面の双方において，わが国の環境管理会計の主流」になったと紹介
されるのであろう。
　マテリアルフローコスト会計の実務への広がりは，企業による環境保全活動と収益性の関係を
検証したKing　and　Lenox（2002）の実証結果とも整合している。
　King　and　Lenox（2002）の研究では，「企業が廃棄物を抑制すればするほど，企業の財務的な
業績は向上する」という仮説を検定している。彼らは，アメリカの上場企業のうち製造業を対象に，
Compustatデータベースでデータを入手でき，かつアメリカ環境保護庁（U　S．　Environmental
Protection　Agency；U．　S．　EPA）の有害物質排出量（TRI）の報告書を入手できる企業614社
を対象に，1991年から1996年までの合計2，837データを用いて分析を行っている［King　and
Lenox（2002），　p291］。財務的業績の指標にはトービンのqおよびROAを用いており，汚染物
質の削減に関するデータには，汚染物質自体の発生量，その抑制量，敷地内での汚染物質処理量，
敷地外での汚染物質処理量のそれぞれを用いている［King　and　Lenox（2002），　pp．291－292］。彼
らの研究によれば、廃棄物の発生自体を抑制することだけが将来のトービンのqおよびROAに
正の影響を及ぼしていることを明らかにしている［King　and　Lenox（2002），　pp．293－294］。
　King　and　Lenox（2002）の発見事項は，マテリアルフローコスト会計が日本において環境
管理会計手法としてうまく適用されている要因を考察するさいに非常に有益である。King　and
Lenox（2002）の研究によれば，廃棄物の発生後に処理を行う活動では収益性は改善されず，む
しろ廃棄物の発生自体を抑制することが大切だという。King　and　Lenox（2002）の研究は，廃
棄物の発生自体を抑制すると企業の収益性に好ましい結果を有するというのである。これはマテ
リアルフローコスト会計が廃棄物の原価を計算し，廃棄物の削減とコスト削減の両者を同時に達
成することができるという利点と合致する。
　本節では，環境管理会計手法を企業が導入するさいの要件を明らかにするために，マテリアル
フローコスト会計を取り上げ，この手法が多くの企業に導入されるようになった背景を探った。
その結果，収益性の追求と環境保全を同時に達成できることが大切であることを明らかにした。
そこで次節では，企業の環境目標と収益性の関係について経営意思決定の観点から整理し，環境
管理会計ならびにその手法が環境目標と企業の収益性の同時達成という問題にどのように貢献し
うるのかを明らかにしていく。
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4．企業の環境目標と収益性
　企業が環境保全活動に取り組むにあたっては，環境目標と企業の収益性などの経済的な目標を
同時達成させられるような経営意思決定がなされる必要がある。そのような経営意思決定は，経
済的な目標だけから行われる通常の意思決定と区別するために，環境経営意思決定と呼ばれる。
環境経営意思決定に必要となる情報を明らかにするために，本節では環境経営意思決定において
考慮すべき環境目標と収益性の関係を検討していく。そのうえで製造プロセスと製品にわけて，
環境管理会計ならびにその手法が環境経営意思決定に果たす役割ならびに課題を指摘する。
　企業が環境保全活動を主要な事業活動以外の活動として行うのであれば，環境目標と収益性の
両立を考える必要はない。両者の両立が問題となるのは，企業が環境保全を考慮した事業活動を
行おうとしているからである。
　事業活動のなかで環境保全を考慮するとしても，たとえば，企業が法律や規制を守らなくては
ならないから環境保全活動に取り組むというような場合には，収益性との両立の問題は出てこな
い。なぜならば法律や規制を違反することを絶対に避けなければならないのであれば，収益性
との両立を考えるまでもなく，その対応をしなくてはならないからである。その意味では，環境
保全活動と企業の収益性の両立問題が出てくるのは，企業が自主的に環境保全活動を事業活動を
通じて行おうとしている証だと考えることもできる。
　しかし，日々の事業活動のなかで企業の環境目標と収益性とを両立させようとするには，従来
行われている経済的な観点から最適な経営意思決定をするという管理会計の枠組みでは解決され
ない。環境目標と収益性などの経済目標を両立させうるような環境経営意思決定をする必要があ
るからである。そして，そのような意思決定プロセスに役立つ情報の提供が環境管理会計に求め
られているといえよう。
　國部（2010）は，環境保全と収益性の問題が生じるのは，現在と将来のそれぞれの経済への影
響と環境を考慮して行う意思決定だと指摘している（6）［國部（2010），43ページ］。具体的には，「環
境対応が現時点での企業の収益性にどのような影響を与えるのかを考慮して行う意思決定」［國
部（2010），43ページ］と「将来の経済への影響と環境を考慮して行う意思決定」［國部（2010），
44ページ］である。将来の経済への影響を考慮する意思決定とは，「環境対応のための支出が，
短期では売上から回収されないが，長期的には企業イメージの向上やリスク回避によって企業価
値を高め，企業にとってプラスになるかどうかを判断して実施する意思決定」［國部（2010），44
ページ］のことである。このような環境経営意思決定の具体的な例として，國部（2010）ではリ
コーやパナソニックを挙げている。
　リコーやパナソニックは2050年の温室効果ガスの排出量を想定し，そこから環境目標を定め
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ている。このようなケースでは，長期的なコスト・ベネフィットの関係にたいする認識を必要と
し，経営トップによる環境への理解と意識が大きく貢献していると指摘している［國部（2010），
44ページ］。そして，現時点だけではなく，将来の経済への影響と環境を考慮して行う環境経営
意思決定を支援する手法の開発が必要であることを國部（2010）は指摘している［國部（2010），
44ページ］。
　しかしながら，環境経営意思決定を支援する手法の開発において，将来の経済への影響を考慮
するような具体的な手法は存在するのであろうか。将来の経済への影響を見込んでなされる意思
決定は，理論的には環境経営意思決定における問題として重要なように思えるが，それは現在の
研究開発投資は将来の企業価値の向上にとって重要であり，そのために具体的な研究開発投資の
手法を開発しようと述べていることと同じではないであろうか。
　研究開発にかかる投資は，短期的な収益性との兼ね合いを考慮することは少ない。どの分野に
多額の研究開発費を投入するかは，企業が将来においてどのような方向に成長しようと考えてい
るのか，いかなる事業を柱に育てようとしているのかなどに関する経営トップの意向に左右され
ることが大きい。将来の経済への影響と環境を考慮する環境経営意思決定の問題は，研究開発に
かかる意思決定の問題と同様だと考えられる。そのように考えると，企業の環境目標と収益性の
両立を考えるさいに将来の経済への影響を考慮して行う意思決定は，環境管理会計に特有の意思
決定問題であるとは必ずしもいえないであろう。それよりもむしろ，環境経営意思決定において
問題になるのは，現時点の収益性への影響と環境を考慮するケースだと考えられる。
　たとえば，リコーグループは地球の環境保全と利益創出を同時に実現する「環境経営」を掲げ，
積極的な環境負荷削減活動に取り組んでいる。リコーの代表取締役社長の近藤史朗氏は「環境問
題をコスト要因としてのみ捉えるのではなく，環境への適切な対応が経済的な観点からも合理的
な行動であるという確信があります」［リコー（2010），3ページ］と述べている。また，それだ
けではなくリコーグループでは，①省エネ・温暖化防止，②省資源・リサイクル，③汚染予防と
いう3つの分野において2020年と2050年に照準をあてた環境負荷削減の数値目標を示し，その
長期目標から現在の目標を導き出している。そして目標達成のためには，製品の使用電力削減な
どの環境性能の向上や環境技術の開発（7）に取り組むだけではなく，利益の創出を同時に実現す
る企業を目指していると述べている［リコー（2010），4ページ］。つまり，長期的な視点を有し
て環境保全活動に取り組んでいても，日々の事業活動で行う意思決定は現時点の収益性との関係
を考慮しているというのである。環境経営意思決定は環境目標と現時点の収益性の両立を果たせ
るようなものなのである。
　また，パナソニックは2010年5月に中期経営計画（8）を策定し，グループとして成長へのパ
ラダイム転換と環境革新企業の基盤づくりという2つのテーマに取り組んでいる。そのなかでも，
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環境革新企業となるために「成長をベースとした収益力強化」を掲げている。売上高10兆円以上，
営業利益率およびROEをそれぞれ10％以上，そしてグローバルシェア1位の商品を複数有する
ことが環境革新企業となるための指標として列挙されている［パナソニック（2010），3－4ページ］。
　このように，企業は環境保全活動について，長期的な視野で環境目標を立てたとしても，必ず
現時点の収益性の確保は必要である。環境管理会計に求められる具体的な意思決定を支援する枠
組みについても，現時点での収益性と環境保全活動との両立に向けた貢献にあるといえる。
　國部（2010）の将来の経済への影響と環境とを考慮する意思決定の例として挙げられているリ
コーでさえ，環境保全活動は環境負荷を低減するとともに収益を創出するという考え方のもとに
環境経営を目指していると述べている［平井（2005），51ページ］。それは，長期的な企業価値
の向上を目指すというだけでは業績が厳しくなれば活動が弱まるという懸念から利益創出との同
時実現が図られてこそ企業にCSR活動が定着すると考えているからだという［平井（2005），51
ページ］。環境経営意思決定を支援する手法や枠組みが必要となるのは現時点の収益性と環境保
全活動とを両立させるためだといえるのである（9）。
　企業は現在の収益性を確保しながら環境保全活動に取り組む。単に理想として環境目標を掲げ
るのではなく，実効力あるものにするためには，現時点でも収益性を確保する必要があるからで
ある。現時点での収益性の確保と環境保全とをいかに同時達成させるか。その判断に有用となる
ようにさまざまな情報を加工し，提供するのが環境管理会計に求められているのである。そして，
そのための手法が環境管理会計手法として必要とされているのである。環境管理会計には，現時
点の収益性と環境保全活動とを両立させる環境経営意思決定に使える情報を，物量情報と経済情
報の双方で提供していくことが求められているのである。
　そこで次に，現時点の収益性と企業の環境目標とを両立させる仕組みが具体的に適用される対
象を製造プロセスと製品にわけてみていくことにする。そうすることで，それぞれに必要とされ
る環境管理会計手法を明らかにし，企業に広く取り入れられるために必要なことを明らかにして
いくことにする。
　まずは製造プロセスそのものを環境対応に改善する場合について考えていくことにする。製品
の製造プロセスそのものを環境保全の観点から考える場合企業の収益性と対立する可能性を潜
在的に有している。なぜなら，現在採用されている製造プロセスは，生産効率を最大にして利益
を極大化することを目指して設計されているからである［國部（2010），46ページ〕。そのために，
製造プロセスそのものを環境対応に改善することは，必然的に環境と経済の対立を招くことにつ
ながると考えられるのである。
　前節で取り上げたマテリアルフローコスト会計は，この両者の関係を対立関係ではなく，製造
プロセスにおける環境目標と経済的目標とを両立させる。廃棄物のコストを測定し，そのコスト
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と廃棄物削減のためのコストを比較することにより廃棄物削減の手立てが考えられる。経済的な
意思決定が同時に環境保全にも役立ち，環境保全活動と収益性を両立できる手法として多くの企
業が導入したと考えられる。
　たとえば，古川（2007）では，日東電工（株）がマテリアルフローコスト会計を導入したとき
の経緯について，当時の社長である山本英樹氏が当時の通産省からマテリアルフローコスト会計
について，「廃棄物を製造工程毎に把握その製造コストを算出，そのコスト低減につなげるもの」
との説明を聞き，「当社の経営課題の解決にぴったりと直感し，その場でお引き受けした」との
談話を紹介している。
　また，安城（2007）においてはキヤノンがマテリアルフローコスト会計をコストダウンッール
として導入したことを明らかにしている［安城（2007），42－43ページ］。キヤノンではそれまで行っ
ていたQCD（品質・コスト・納期）活動では見落とされていた資源生産性という観点から新た
なコスト低減手法としてマテリアルフローコスト会計を導入したとのことである。そして，マテ
リアルフローコスト会計を生産性向上活動の延長として考える方が導入にあたっては取り組みや
すいとも述べている［安城（2007），46ページ］。
　製造プロセスそのものを環境対応型にするには，現在見落とされているところに着目していく
必要がある。それがマテリアルフローコスト会計では廃棄物のコスト計算であり，廃棄物の削減
を通じた生産効率の向上とコスト削減であったと考えられるのである（lo）。
　このように，製造プロセスにおける環境保全と収益性の追求に向けた有用な環境管理会計手法
が存在する一方で，製品については十分な方策があるとはいえない。そこで次に，製品を対象に
した企業の環境保全活動と収益性との問題を考えていくことにする（ID。
　製品を対象にして環境保全活動を行う場合には，メーカーであれば環境負荷の少ない製品を企
画・開発し，それを製造していくことを考えられる（12＞。また，製品の開発や製造だけではなく，
原材料の調達において環境負荷の少ないものを選ぶといったことや，原材料や製品の物流におい
て環境負荷をかけない方法を選択するといったことも考えられる。また製品販売後のユーザー側
で生じる環境負荷や，廃棄・処分やリサイクル時に環境負荷をかけないための製品づくりも，企
業が製品に関連して決定しなければならない環境経営意思決定の問題であろう。つまり，製品の
ライフサイクル全体を通じて環境負荷をかけない製品を企画し，開発・製造していくという意思
決定である㈹。
　しかしながら，このように環境負荷をかけない製品を開発し，製造しようとすると「通常は
製造コストの上昇を伴う」［土井ほか（2009），239ページ］と指摘されている。確かに，従来の
製品よりも環境負荷を減らそうとすればコスト面での上昇は避けられないであろう。また，販
売価格が一定であるとすれば，コストの上昇は利益の減少を意味する。そのため，どの範囲まで
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のコストの上昇であれば企業が容認できるかを決める何らかの判断基準が必要になってくる（14）。
このようなことから，環境保全活動は，「伝統的な収益性とは矛盾し，企業のコスト負担増となっ
て収益性を低下させる企業経営上の対立軸として捉える方が容易であり，いまだ根強い」［向山
（2009），30ページ］と指摘されるのである。
　1つの製品についてライフサイクル全体を捉え，環境への影響を考えるさいにも企業の環境目
標と収益性の問題は生じる。そして，製品のライフサイクルを対象にそのコスト（ライフサイクル・
コスト）を測定したり，測定されたライフサイクル・コストを目標原価としたりするような環境
管理会計手法も存在する。第2節で取り上げた『手法ワークブック』でも紹介されているライフ
サイクル・コスティングや環境配慮型原価企画である。しかしながら，これらはマテリアルフロー
コスト会計のように多くの企業により採用されているとはいえない。それは，ライフサイクル全
体を対象とするコストの測定が難しく，意思決定に用いられる段階まで進んでいないからである。
つまり，理論的には測定されるべきコストが明らかであったとしても，実際に意思決定をするた
めに必要な情報が，意思決定に用いられるレベルの精度に達していないのである。その結果手
法を理論的に考えることはできても，実務においてはなかなか用いられないのである。製品を対
象とした環境管理会計手法の開発ならびにそこから得られる情報が環境経営意思決定に使えるレ
ベルへと情報を精緻化していくことが重要である。
　本節では，環境経営意思決定においては現時点の収益性と環境目標とを両立させるために物量
情報と経済情報の双方を提供できる仕組みが求められていることを明らかにした。そのうえで，
製造プロセスと製品のそれぞれにわけて，環境目標と収益性の追求を図るさいに環境管理会計手
法に求められていることを整理してきた。マテリアルフローコスト会計は，製造プロセス面から
現時点での収益性と環境保全活動とを両立させる仕組みを提供した。一方，製品（あるいは製品
ライフサイクル）を対象とした場合には，環境管理会計手法はまだ意思決定に使える具体的な情
報を提供できておらず，手法の精緻化が望まれることを明らかにした。
5．むすび
　本稿の目的は，企業が自主的に設定する環境目標と収益性を両立させるために経営管理者が行
う経営意思決定に環境管理会計ならびに環境管理会計手法がどのように貢献するのかを検討し，
課題を指摘していくことであった。そのために，環境管理会計やその手法を概観し，その成功例
から企業の環境経営意思決定に用いられるポイントを抽出してきた。また，環境目標と現時点の
収益性とを両立させるためには，製品を対象とする環境管理会計手法の精緻化が今後は必要であ
ることを明らかにした。本節では，これまでの内容を要約し，本稿の意義と今後の課題を確認する。
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　まず，第2節では，環境管理会計ならびに各種の環境管理会計手法が取り上げられてきている
ことを紹介し，枠組みと手法を区別する必要があることを指摘した。そして，環境管理会計とい
う枠組みが，管理会計では提供できないどのような問題の解決に役立つのかを明らかにするため
の下準備を行った。
　っつく第3節では，環境管理会計手法のなかでもマテリアルフローコスト会計を取り上げ，こ
の手法が多くの企業に導入されるようになった背景を探った。その結果，収益性の追求と環境保
全とが同時に達成できると企業が認識することが大切であることを明らかにした。
　そして，現時点の収益性と環境目標とを両立させるためには，物量情報と経済情報の双方を提
供できる仕組みが環境経営意思決定において求められていることを第4節で明らかにした。その
うえで，製造プロセスと製品のそれぞれにわけ，環境経営意思決定と環境管理会計手法の関係を
検討した。その結果，製品（あるいは製品ライフサイクル）を対象とした環境管理会計手法はま
だ意思決定に使えるレベルの情報を提供できておらず，手法の精緻化が望まれることが明らかに
なった。
　企業が環境管理会計に求められているのは，環境目標と現時点の収益性の両立をはかるための
物量情報と経済情報を提供する仕組みである。製造プロセスと製品とに分けた場合，必要な情報
を提供できていないのは製品を対象とする環境管理会計手法であり，手法の精緻化が望まれるこ
とを明らかにしたのは本稿の意義である。しかしながら，本稿にはいくつかの課題が残されてい
る。まず，製品を対象とした環境管理会計手法について十分に取り上げることができていないこ
とである。また，そのような手法が現在，実務でどのように用いられているのかを調査すること
もできていない。さらに，環境管理会計手法の採用が企業の収益性に具体的にどのような影響を
及ぼすのかについて実証することもできていない。これらのことに取り組むことは必要なことで
あり，今後の課題である。
【注】
（D@RoHS指令とは，電子・電気機器における特定有害物質の使用制限についての欧州連合（EU）による指令である。
　　2003年2月にWEEE指令と共に公布され，2006年7月1日より施行された。
（2）たとえば，EVAやABCなどの管理会計手法が理論的に取り上げられることがあっても，実際にわが国の企
　　業に導入されるかどうかは別の問題で南る。取り入れている企業があっても，独自にアレンジしたものであっ
　　たり，検討してもそれぞれの企業の事情に合わないことで導入されないこともある。これは環境管理会計手
　　法においても同様であると考えられる。
〔3）経済産業省の強力な後押しがあったことがマテリアルフローコスト会計の普及促進要因であったことは確か
　　であろうが，本節ではそうした国による政策的なもの以外の面に焦点をあてて検討していくことにする。
（4）また，國部（2010）では環境ラベルや環境パフォーマンス評価，LCAなどの環境マネジメント手法は，環境
　　と経済の両立を目的としたものではないと述べている［國部（2010），42ページ］。これは，マテリアルフロー
　　コスト会計の前身でもあるエコバランスでも同じである。企業においては，経済的な観点からのインセンティ
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ブが環境保全活動にも欠かせないことを示しているのである。
また，國部ほか（2007）では，「マテリアルフローコスト会計は，原材料の無駄を製造工程において実測し，
企業支出として実際に発生しているロスのみに注目する。」［國部ほか（2007），66ページ］と述べ，マテリ
アルフローコスト会計における他の生産管理手段にはない特徴として企業の支出した原材料ロスに注目する
ことと，廃棄物の量を実測することの2点を挙げている［國部ほか（2007），66ページ］。
國部（2010）では3つのレベルに分けて環境経営意思決定について検討している。経済とは独立して環境を
考慮して行う意思決定（レベル1）と経済への影響と環境を考慮して行う意思決定（レベル2およびレベル3）
である［國部（2010），43ページ］。
具体的には，製品の使用電力削減などの環境性能の向上と使いやすさを両立する技術や生産のエネルギー消
費を少なくするプロセス革新技術の開発，製品の小型・長寿命化，再生資源の積極的な利用により新たに地
球環境から採取する鉱物・化石資源量を大幅に抑制したものづくりの実現，枯渇リスクの高い主要材料や人
体および環境へのリスクの高い化学物質などの削減・代替などの環境技術開発に取り組むと述べている［『リ
コーグループ環境経営報告書2010』，4ページ］。
この中期経営計画における収益性の追求と環境保全活動の具体的な目標は，パナソニックが2007年度から
2009年度を対象に掲げていた中期経営計画「GP3計画」の次の段階のものである。「GP3計画」は，企業の
成長性と収益力の向上と並んで，すべての事業活動において環境負荷の削減をもっとも重要なテーマに挙げ，
環境保全活動と企業の経済的な目標との両立を図った計画である。
将来の経済への影響と環境に関する具体的な手法が存在するのであれば，すべての企業は環境保全活動に積
極的にかかわるであろう。これは将来の企業価値の向上に必ず結び付く研究開発投資を見極めることができ
れば，すべての企業がそのような投資を行うといっているのに等しい。
製造プロセスそのものを環境対応型に改善する活動はインプロセス型の環境対応といわれるが，それには，
環境と経済の両立を目指す環境経営意思決定がもっとも必要であると國部（2010）は指摘している［國部
（2010），46ページ］。
経団連の環境自主行動計画にたいする第三者委員会の評価報告書では，企業の製品の製造・生産工程で排出
されるCO2削減に向けた努力は限界に近づいていると指摘し，今後は製品のライフサイクル全体で排出され
るCO2の削減を図る取り組みを推進することが重要だと指摘している［環境自主行動計画第三者評価委員会
（2010），15ページ］。
事業活動とは関係のない活動として環境保全活動を行う場合としては，植林活動であったり，山林や海岸で
のゴミ拾いなども一種の環境保全活動として考えることができる。
環境負荷の少ない製品のために，企業は「製品の省エネルギー化やメンテナンスフリー化，また高価格製品
については耐久性の向上による長寿命化やメンテナンスの容易化に努めてきている」［土井ほか（2009），239
ページ］といわれている。
日本経済新聞によれば，電機業界の主要4団体と経済産業省とが連携し，省エネ家電への買い替え時に，省
エネ化による家庭のCO2の削減分を消費者に還元する仕組みを構築し，2013年度の導入を目指しているとい
う　［日本経済新聞2011年1月7日付け朝刊〕。
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